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平成３０年度第２３回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成３１年３月５日 

                    担当部・課：福祉部虐待防止センター〔内線２５４２〕 

① 件  名 

石巻市配偶者暴力相談支援センター事業の実施について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  ドメスティックバイオレンス（以下「ＤＶ」という。）は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害

であるにもかかわらず、発見が困難な家庭内で行われることが多いため、潜在化しやすく、全国的

にＤＶ被害が増加傾向にある。 

国においては、平成１９年７月の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

の改正により市町村による配偶者暴力相談支援センター事業の実施が努力義務として規定されてお

り、さらに国が策定した第４次男女共同参画基本計画（計画期間：H27～H32）においても、女性に

対するあらゆる暴力を根絶するため、市町村における配偶者暴力相談支援センターの数を計画期限

内までに１５０か所に増加をすることを成果目標として掲げている。 

  

【目的】 

  本市が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすことで、配偶者からの暴力防止及び被

害者の適切な保護を図るとともに、ＤＶ被害者の支援を迅速かつ的確に行うもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年１０月１３日法律第３１号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

石巻市男女共同参画基本計画 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成３０年３月 宮城県による配偶者暴力相談支援センター未設置に関するアンケート調査を実施 

６月 宮城県より石巻市へ事業の実施について要請 

⑤ 主な内容 

１ 配偶者暴力相談支援センターの業務（虐待防止センターで対応済） 

(1) 相談及び適切な相談機関の紹介 

(2) 被害者の心身の健康回復（カウンセリング等） 

(3) 緊急時における安全確保 

(4) 被害者の自立生活促進のための情報提供 

(5) 保護命令制度の利用の情報提供 

(6) 被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供と援助 

２ 同支援センターの指定を受けることで新たに付与される業務 

（1）証明書発行業務 

ＤＶ被害について、同支援センターに相談した事実の証明書を発行することにより、各種制度

で特例的な措置を受けられる。（年金保険料の免除･納期猶予、健康保険の利用、児童手当の受

給等） 

（2）保護命令関係業務 

ＤＶ被害者が裁判所へ保護命令の申立てを行った後、裁判所からの請求に応じて相談記録等 

を記載した書面を提出する。 

３ 事業開始時期 

平成３１年４月１日 

４ その他 

  同支援センターは、施設の名称ではなく、被害者支援の中心的な役割を果たす機能の名称となる。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 （1）緊急対応が必要な保護命令関係業務や、証明書発行業務を自ら行えるようになることで、被害 

者支援を迅速かつ的確に行うことができる。 

（2）庁内関係部署との連絡調整等により、手続の一元化が図られ、支援をより円滑に行うことがで

きる。 

【市財政への負担等】 

新たな財政負担は生じない。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 宮城県、仙台市のみ事業実施 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 平成３１年３月 石巻市配偶者暴力相談支援センター事業実施要綱の制定 

         （平成３１年４月１日施行） 

⑨ その他 

（参考） 

平成２８年度ＤＶ相談件数 １６件 

平成２９年度ＤＶ相談件数 ２３件 

平成３０年度ＤＶ相談件数 １３件（１２月末現在） 

 


